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会計 において時価 の開示が問題 に され るよ'うにな った契機 は,お そ ら く1861年の一般 ドイ
ツ商法典第31条 の規定であろ う。 この条文 には,周 知の よ うに,「財産 目録 お よび貸借対 照表
の作成 にあた っては,す べ ての財 産お よび債権 は作成時 にそれ らに付すべ き価値 に よって評価
すべ きである。回収不確実な債権 はその実際の価値に よ って評価 し,回 収不能な債権 は償却 さ
れ るべ きである。」 と規定 されていた。 また,こ れ と同 じ趣 旨 と思わ れる規定 が1897年の ドイ
ツ商法典第40条 に も見 られた。 この条 文に見'られるr価 値』 が何 を意味す るのか については
必 ず しも明らかではな いが,1861年の規定 の解釈 にあた って ドイツ帝国高等商事裁判所 が1873
年に下 した次の判決か ら ここで問題 にな ったr価 値』 は一般 に売却価値 を念頭 に おいた もの と
理解 され てい る。 「貸借対照表 のた めの標準 として計測 され るべ ぎ現在 価値 につ い て は恣 意的
で主観的推測あ るいは単な る思惑 に基づ く価 値評価 ではな くて,つ ねに一般的交換価 値 として
理解 されなければな らな い。な ぜな らば,客 観的真実 な貸借対照表 は真実 の財産 状態 を示すか
らであ る。すなわ ち,市 場価値 または取引所価 値 を有 す る財産構成要 素(積 極財産 と消極財産)
は原則 としてそ こか ら生 ず る価値 で貸借対照表 に表示 されるべ きであ り,他 の財産構成 要素 に
　の
ついては別の方法 で現 在客観価値 を表示 しな ければな らない。」 す な わ ら,判 決 は債権 者保 護
を目的 とした財産状態 の表示 を意識 し,売 却時価 を もって貸借対照表 を作成すべ きであ ると述
べた もの と理解 されてい る。
貸借対 照表 を売却 時価 で作成 すべ きである とす る見解 に対 して,エ コフ ェロは 客観的売却 価
値 は貸借対照表 におけ る評価 としては次 の点 に問題があ る と反論 した。 「評価の規定が正常 で
ない状態 を念頭 においている。仮 定 された清算 の前 提 とそれに伴 う評価 は,継 続企業の財貨 の
価値 を決定す るた めに適 当ではな い。仮定 した売却 とい う考えかた を用い るこ とは企業 の財産






に他方 を排除す ぎ初 ただ,コ フ ェロは客観価値 を否定 す るわけ では ない。 コフ ェロは 客観的
真実 を示すため には価値 の真実 性,現 在性,統 一性 とい ったこ とが評価 の必要条件 であ る とし
てお り,'次の ように,価 値 の主観性のみ を否定 する。 「評価の 目的 は,企 業 の財産 の妥当性 を
他 の企業 の財産 との比較 において社会的な大 き さとして示 す ことである。 か くて価値計 測に際
して は,社 会的 な特定 の価値の大 き さを単位 として利用す るように努力 されなければな らない。
この ことは さらに,交 換取 引において,と りわけ市場お よび取引所価格 で表現 され ることにな
　
る。 したが って,客 観的取 引価値 が財産評価 の基礎 とされなければな らな い。」 客観的取 引価
値には客観的取得価値 と客観的売却価 値 との二種類 の ものが存在す るが・ コフ ェロは清算 を問
題 にす るのではな い 二と・を理 由に客観的再調達価値 を採 用す る。コフ ェロ説 について,E.ワル
プは 「会 計学読史 におけ る彼 の全体的意味 を考 える と,彼 は貸借対照表 の中心1制題 に眼 をそむ
くの
けう貸借対照表論発 展り邪魔 をす る妨害者 であ る。」 との批判 を行 って い る。 この批判 の当否
は別 として,財 産 表示 を 目的 とした 静態 論 と結 びつ いた時価 主義論は損 益計 算嘩 口的 とす る動
態論 とむすびつ いた原価主 義論 の立場 か ら批判 を受け てい る。 この当時の時価主義 と原 価主義
の論争 は静態論 と動態論 の論争 で もあ る・
こう した静態論的時価 開示 論 とは別 に,会 計 の 日的 を演繹的に設定 して時価主義 を提案す る
、者が存在 する。W.A.ペイ トンもそ うした点か ら時価評価 を主張 してい る。ペ イ トンは1922年
の 『会計理論』(AccountingTheory)第18.章「再評価 と資本維持 」において次の ように述べ
ている。「物価が著 し く騰貴 してい る場合 には,手 持 ちの ドルが増 えたか ら とい って,そ れだけ
で経営状 況が好転 した と見 るこ とはで きな いであろ う。 ここにr見 せ掛 けの利益』 とい う語 が
　の
当てはめ られ るであ ろ う。」「経営的 にみて,将 来 の生産量 を減 らした くない と考 え るな らば,
設備 資産 は質量 ともに維持 されなければな らな い。 そこで,堅 実 な経営者 な らば,設 備 資産 の
ゆ
取替 のた めに充分な手 当 をしてお きたい と考え るのは 当然の ことであ る。」「た とえば,固 定資
産の再調達原価が上昇 した場合 には,そ の固定資産の価額 を修正 し,そ の分の増衝剰余金 を設
くの
定す る。 そ して,減 価償却 にあた っては,そ の再調達原価 を基礎 として行 う。」「この よ うにす
る ことに'よって,会 社 は追加的 に資本 を調達 しな くて も廃 棄 した設備 資産 を新 しい資産 に取 り
くの
・替 え る こ とが で き る。」 この ほ か に も,ペ イ トンは種 々 の点 か らH等価 評 価 を提 案 して い る 。1918
年 のR.S.ス テ ィー ブ ンソ ン との 共 著 『会 計 の 原 理 』(PrinciplesofAccounting)第20章「再
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評価のための基礎」において 「近代会計の最も重要な面の一つは勘定およびその他の記録が経
ゆ
営管 理 目的 に奉仕 す るよ うに会計 を用 いる ことであ る。」 また,「経済的原資 を可能なか ぎ り効
ゆ
果 的 に用い るこ とは経営 者の役 目であ る。」 したが って,「経営 者に とって,設 備 資産 は取得原
むゆ
価 では な く,再 調 達原価 こそ最 も意味 があ る… …」 として,経 営管理 目的 には時価評価 が有効
であ る としてい る。 さらに,時 価 上昇 によ る保有 利益 を認識 す るこ とは経営責任 の表明 に役 だ
つ と して次の よ うに述べ てい る。「Aは1914年にあ る会社 の経営者 であ ったが,戦 争 のために
売上が落 ち,収 益 があ ま りあが らない ことを理 由に解 雇 された。1.かし,彼 は その年の8月,
9,月に非常 に安 い価格 で原 材料 を仕入 れておいた。 そ して,12月に景 気が回復 し,今 この原材
料 を購入す るには200,000ドル もコス トが余分 にかか る ようにな?て い る。1915年には引き続
いて景気は回復 し;Aを 引 き継 いで経営者 にな ったBは その年 に多大 な利益 を計上 す ることが
で きた。 しか し,この 多大な利益 の うち200,,000ドルは明 らか にAの 先見の明 に よるものであ
ゆ
る。200・OOOドルの原材料 の増価 は1914年度 の利益 とすべ き もの であ る。」.1941年の 『高等 会
計学』(AdVancedAccounting)においては次 の よ うに述べ られ てい る。「再調達原価 が取得 日
と棚卸 臼とで大幅 に変動 してい るな らば,手 持 ちの財 の取得原価 は現 在状態 を示 す報告書 のた
　
めには不適 当な数 値で あ る。」「現 在原価 を考慮 すれば,設 備 資産 の価 格変動のために,原 初原
価 と見積減 価償却 に基 づ く幽勘 定は,必 ず しも,経 営管理 者への充分 な情 報 を提供 す るとは限 ら
くゆ
ない。 ……」「投資分析 な い し経営 分析 の基礎 として,特 に,還 元率 あ るいは収益 力の計算 に関
　
して,記 録 された設備 資産原価 の限界 が指摘 され よう。 ……」「価格変動 の期間 を通 して,記 録
された設締 資産原 価 の限界 を経営者 が認識 しそ 二な うことは,有 効な原 資の賢明でな い利用,
ゆ
製 品の不適 当な価格 づけ,復 籍政策 や除却 に関 す や堅実 でなp・意 思決定 に導 くこ とにな る。」す
なわ ち,現 在状態 を示 す報告書,経 営者へ の情 報提供,投 資分析 や経営分析,経 営 管理 とい っ
た 目的のた めに時価主義 の採 用 を提案 してい る。1952年の 『資産会計』(AssetsAccounting)
では 「再調達原価 に よる修 正は,経 営管理者 や企業所有 者に とって,一 般物価指数で修正 した
原価 よりも意 味があ る。 ……特 に重要 な ことは競 争市場 において,価 格決定手続上,一 般 に影
ゆ
響 があ るのは,以 前 に支払 った原価 よ りも再調達原価 であ る。……」 と して販売価 格決定のた
めに時価評価 を提案 してい る。
E.O.エドワーズ とP.W.ベ ルは会計 の役立'らについて 「……経営意 思決定 を評価 する手段
として役 立て られ,そ れに よって,ω 生産過程 におけ る当期の事象 を統 制 し,② 将来 におけ
る意 思決定 をよ りよい ものに し,(3)将来に おけ る意 思決定方法 その ものの改善 に貢献 す る こ
　
とであ る。」 と述べ て,会 計におけ る意 思決定の評価 とい う機能 を強調 す る。 ここで,彼 らは
意 思決定 のために経営活動 を操 業活動 と保 有活動 とに分 けて検討すべ きであ ると考 え る。彼 ら
は操業活動 から生 ず る操業 利益 と保有 活動か ら生 ずる保有利益 とは異な るもの と考 えてお り,
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次 の ように述 べてい る。 「これ ら二種類 の利益 は,互 いに異な った意 思決定 の結果 で あ る……
企業 は生 産過程のあ らゆ る段階 を通 して,ど れだけ の量 の資産 を保有 し,ど れだ けの量 の資産
を生産過程 に投入す るか の意 思決定 を行 う……。企業 が一・方 の手段 に よ って利益 を獲得 しよう
とす る動機 と他方 の手段 に よる動機 とは互 いに異な るし,ま た,利 益の獲得方法 に関 す る事象
も互 いに異 な るので,二 つの タイプの意 思決定 を適切 に評価 しよ うとす るな らば,こ れ ら二種
類 の利益 を注 意深 く分 離す る ことが必要 であろ う。仮 に企業 の主た る唯 一の 目的 が操業活動の
み を通 して利益 を獲得 す る ことであ るとして も,保 有活動 の効果 を分離 す ることは必要な こ と
であ る。 そ うしなけ れば,保 有活 動の効果 と操業活 動 の効果 とが混 同 して しまい,そ の結果,
企業の生産活 動 に関す る意思決 定につい て適切な評価 を行 うことがで きな ぐな って しまうであ
ろダ.」彼らはこ描 の活動の評価を鵬{直 と実姉 との殺 分析という方法によって行おう'
　 　
とす る。 そのた めに,彼 らは 「会計 に組み入 れ られ るべ き ものは個 別価格 の変 動であ る。'」と
して時価評価 を提案す る。
レブ スンは,会 計の 目的 は長期持分投 資家 への情報 の提供であ る とす る。 そ して,こ の長期
持分投資家 は,過 去あ財務情 報 ではな くて,将 来 に関心 を持 ってお り・ 主 として・(1)投資か
ら期待 され る将来 め配 当 フローを見積 る こ と,(2)これらの フロ」一に関連す る リスクの両方 に
をゆ
関心 を持 ってい ると仮定 す る。 それゆ え,レ プ スンは 「会 計資料 は予測 される フロー とそれに
　
関連 す る リスクを見積 る手段 とを利用者 に提供 す るために作成 され るべ き で あ る。」 と結論す
る。 この予測のために参考 とな る情報 が提 供 され る。会計 資料が予測参考情報 とな る方法 とし
て,レ ブスンは,企 業の将来 に影響 を及 ぼす と予測 される諸要 因に関す る情 報 を先行指標 とし
が
て とらえる ことのでき るような外部情 報 を計測 シ ステムに織 り込む方法 を考 え る。環 境 が突然,
劇的 に変化す る場合 には変化 の転換 点 と言 うべ き先行指標 があ らわれ る6こ の転換点 こそが意
思決定者 に とって もっ とも重要 であ る。 この転換点 として再 調達原価 が有効で あ るとす る6す
なわち,資 産 の価値 が上昇す るな らば,将 来 の収益 力は上 昇 し,将 来 のフ ローは大 き くな る し,
資産の価値 が下 落 するな らば,将 来 の収益力は低下 して,将 来 の フローは小 さ くな る と予測 さ
れ8。 レブスンはこの資産価値の変動を捉えるために再調達原価会計が有効な会計体系である
とす る。
上 記の諸 提案 とは全 く趣 をかえた時価 評価 の提案 があ る。 それは分配可 能利益 の算定 とい う
制度 会計の主 目的 を放 棄す る ことな く,補 足情報 として時価 を追加的 嗜表示 しようとす る考 え
方であ る。平成2年5月 に企業会計 審議 会はr先 物 ・オプシ ョン取 引等 の会計基 準 に関す る意
見書』(以下,r意見=書』 と払 う)を公表 した 。これ を受 け て大蔵 省は省令 を改定 して,市 場性 あ
る有価証券等 について補足 的に時価情 報 を開示す る ことを制度化 した。ただ,時 価情報 の開示
とい うことか らすれば 市場性あ る有価証券 に限 らず,'長期間保 有 してい る土地等 の資産 につい
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て も時価情 報の開示が提案 されて よいであろ う。 ただ,こ うした提案 は古 くか ら存在 した もの
であ る。ペイ トンとA.C.リトル トンは1940年の共著r会 社会計基準序説』(AnIntroduction
toCorporateAccountingStandards)にお いて次 の ように提案 してい る。 「会計記録 お よび
会計報 告のための第 一の基礎 は原価 であ る とい うことについて同意が得'られ る として も,補 足
的 な資料 を有効 に報 告す る方法及 び手段 の開発は奨励 され るべ きであ る。 会計は適切 な情 報 を
提供す るこ とに制限 を設 けるべ きではない。脚注,勘 定科 目についての注釈,括 弧書 の数字,
追加欄 ・ このほか これに類 す う工夫 に よって・時価 につ いての意味 のあ る見積 や他 の副次的 な
資料 を主要 数:字と関連 させ て示 して良 い。」「しか し,見 積再調 達原価 また は他の見積評価額 を
諸勘定及 び報告諸 表に導入す る として も,原 価基準 は重要 であ るので,原 価資料 をボ カさな い
　
方法 で行 うべ きであ る。」 この ように原価 主義 を堅 持 しつつ,時 価 を補足情報 と して開示 す べ
ぎ であ るとい う提案 は原価 主義の擁護者であ る リ トル トンに影響 された結果 ではない。 ペイ ト
ンは1941年の ・『高等 会計 学』 において も次の よ うに提案 してい る。「棚卸資産評価 への原価 ア
プ ローチは全体 として最 も合理的か つ充分な ものであ る。 ……原価基礎以外 の他 の一切 の基礎
を用い ることは,未 実現 利益 を認識す る ことにな る。…… しか し,=再調達原価 が取得 日.と棚卸
日とで大幅 に変動 してい るな らば,手 持 ちの財 の取得原価 は現 在状態 を示す報告書 のため には
不適 当な数値 であ る。 一つの企業にお いて,価 格 づけの基礎 を種 々用 いるこ とが不適 当であ る
と考 える必要 はない。仕掛品や原材 料 は価格づ けに当た っては,厳 格な原価 基礎が適当であ る
と考 えられる。商品 については現在 市場状況 によ って原価 を修正 す ることが必 要であ ると考 え
られ る。 …"・しか し,そ の場合 に も価格 づけに当た っての原価 基礎 は損益計算 目的のために保
持 され るべ きであ り,ま た,同 時に,見 積再調 達原価は括弧書 で……財政状態報 告書 に示すべ
きであ る。」 と述べ てい る。
fi時 価開示と会計理論
現在 の制度 会計 が採用 してい る評価の方法 を原価 主義 とい うとす ると,制 度会計は古 くか ら
現在 にいた る まで原価 主義 を採 用 して きてい る。お そら く会計 の歴史 において時価主 義 を採 用
した時代 は存在 しなか ったで あ ろ う。 それは静態論全盛期で さえ もそ うであ ったろ う。制度会
計が古 くか ら原価主 義 を採 用 してきたのは この方法 に それな りの理 由が認 め られ るか らであ ろ
う。原価主義 の特徴 は手持 ちの資産 について時価 が上 昇 した と して も取得原価の まま価 額づけ
し続 け る ところにあ る。原価主義 が採 用 されてい る場合 には資産 は取得原価 に よ って評価 され
るのは 当然 であ るが,そ れに よって未実現 利益 の計上が阻止 され ることにな る。原価主 義に よ
れば時価が上昇 して も取得原価 の ままで評価 され,そ の資産 が他人 に引 き渡 されて分 配に まわ
24一 一 経 営 論 集 一
す ことができる資金 を回収で きた段階 にな っては じめて利益が計 上 され ることにな る。 つ まり,
この 評価方法は分配可能利益算定 のため に意味 のある評価芳法 であ る。
制度 ど しての会計 は開示 のた めに原価主義 を採 用 して きた。 したが っ.て,会計上,,時価 開示
を行 いたい とい う提案 は これ までに会計 が持 っていなか った技術 で,現 在の会計 において も採
用一され ていない技術 の導入 を提案 す るものであ る。 いいかえれば,提 案者は これ まで採 用 して
きた原価主義には満足 で きない点 があ るか ら新 し く時価 を導入 すべ きであ るとい うのであ る。
原価主義は分配可 能利益の算定 のために意味 があ るが,原 価 主義に よる資料は現在,分 配可能
利益算定 目的以外 の種 々の 目的 に も用い られてい る。 この場合,こ の資料がすべ ての 目的 を完
全 に達成 できてい るとすればジ時価 開示 の提案 な どとい う ものはあ りえない。
現在 の会計は原価主義会計 であ って,分 配可能利益の算 定 を 目的 とす る会計であ る。 このた
めの資料 を使 っ・て経営状況の報 告 を も行 ってい る。 しか し,:原価 主義 に よる評価 は経 営状況の
報告 のために充分に役 に立 ってい るとは言い切 れない。 た とえば,歴 史 の古 い企業 が保有 して
い る土地等 については,取 得原価 の何 十倍 に も時価 が上昇 してい る。 をれに もかかわ らず,原
価資料 を用いて経 営状況の輯告 を してみた ところで,そ の報告 は真実 の経 営状況 を示 してい る
とはいいがたいも そこ で,・経営 状況の報告のためには分 配可能利益算定 のための技術であ る原
価主 義 を用い るよ りも時価 を用いた方 が優 れてい る として時価導入の提案 がな さ都 るこ とにな
る。 ところで,経 営状況報告 を充実 させ るため に時価 導入 を提案す る場合,二 つの方法が考 え
られ る。 一つの方法は,会 計の体系 を全面的 に変 えて,時 価主 義に変更 する とい う提案 であ る。
他の方法は,分 配可能 利益の算定 のために原価 主義 を堅持 した うえで,補 足資料 として時価 を
追加表 示す る一とい う提案 であ る。前者 の会計理論 は会計体系 の変革 をめ ざす理論で あ り,後 者
の理 論は会計 デ ィス クロージ ャーの拡 大 をめざす理論で あ る。
会計体系の変革 をめ ざす会 計理論 は,T.ターンが い うところのr科 学 革:命』,J.D.シュナイ
ゆ
ダーがい うところのr貸 借対照表論 のルネ ッサ ンス』 をめ ざす会 計理 論であ る。 こうした会計
理論は 「これ まで支配的であ った動態的貸借対 照表観 のすべ てか ら訣別す ることに よって形成
　
される理論であ る。」 この理 論は会計 のあ る種 の機 能 を重視す る。 そ して,そ の機能 を会計の
中心 に据 えた新 しい会計体 系 を提 唱 しようとい うのであ る。 この理 論は 目的が異な るな らば,
同時 に,そ の目的のための体 系 も異な った ものにな るとい う考 え方 を出発点 としてい る。・この
理論 は会計 のあ る種 の機能 とい う点か ら見 る と現 在の会計体 系は充 分 に役立 っていない と見て
現在 の会計体系 と訣別 した新 しい会計体 系 を提唱す るこ とにな る。 こ うした考 え方 をさらにす
すめてい くと,何 を会計 目的にす るか によ って提唱す る会計 理論 も異 な るとい うことにな る。
すなわち,時 価主 義 を提唱す る として も財産表示 を 目的 とす る場合 と,経 営管理 を 目的 とす る
場合 と,、価 格決定 を目的 とす る場合 と,保 有活動 を評価 す る場合 と,な ど種々の 目的 によ って
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異 な った時価 主義論 を提 唱す るこ とにな るか もしれない。時 価主義論 の範疇 に属す る理論 が総
て同 じ体 系にな る とは限 らない。時価主義会計論 はあ る機能 を重視 して新 しい会計体系 を主張
す るものであ るか ら,時 価主 義論 とい って も求 める 目的 が異 な るな らば それぞれの時価 主義論
が提案 す る会計体 系が異な る ことにな る。
一つ の会計体 系が総 ての人 々に同 じよ うに有用 であ るとは限 らない。「投資家,信 用供 与者,
顧 客,労 働組合,あ るいは一般大衆 を も含 む利害関係者集団は ・…・会計資料 を用い る。 …… し
か し,こ れ らのグル ープの人 々が 同 じ意思決 定 モデル を用い る とい うこ とを示 す証拠 はほ とん
どな い。 む しろ,反 対 に,会 計報 告書 の潜在 的利用者が異な るとすれば,個 々の人 々の 目的が
ゆ
単 一の全体的意 思決 定モ デルに よって同時 的に満た され ることは珍 しい ことで あ ろ う。」 それ
ぞれの利用者集団 に よって用い られ る意 思決定 モデルが異 な るとすれば,そ れぞれが求 める も
のは質 的に も量的 に も異 な った もの にな るは ず で あ る・ 「いかな る会計体 系 も広範 囲の総 ての
利用者 に同 じように適切 であ る とい うことはな い。一 つの グループに適切な もの も他 のグルー
　
プに とっては不適 切で あ るか もしれ な い。」 あ る 目的 のた めに有効 な会計体系は その 目的 につ
いてのみ有効 なのであ って,他 の 目的のため には充分 に役立つ とは限 らな いので ある。別 の 目
的 を充分 に果 た した い と考 え るな らば その 目的 に合致 した会計体系が提案 され るべ きであ る。
した が って,時 価 主義会計論 であ って も静態論 が求め る時価主義論,ペ イ トンの種 々の時価 主
義論,エ ドワー ズ ・ベ ルの時価主 義論,レ ブスンの時価 主義論な ど,同 じ時価 主義体 系にはな
ちない。
上記 の理論 とは別 に,時 価 を補足情 報 として開示 す るこ とを提案 す る理論があ る。分 配可能
利益の算定 とい う制度会 計の主 目的 を放棄 す ることな く,補 足情報 として時価 を追加的に表示
しよ うとす る考 え方 があ る。 先に み た ペイ トン とリ トル トンの提 案や平成2年12月 にr財 務
諸 表等の監査証明 に関す る省令等 を改正す る省令』が公布 され,市 場性 ある有価証券等 につ い
て時価情報の開示 が制度化 されたのは この考 え方 に よる ものであ る。
時価 を補足情報 として開示すべ きである との提案 は,会 計報告書 の利 用者が意 思決定のため
に よ り多 くの情報 を入手 で きるよ うに会計資料 を拡 張すべ きであ る とす る。 したが って,「こ
の アプ ローチの採 用者 は,伝 統 的な会計報告書 に示 され ている会計 資料は領域 的に も量的に も
拡張 すべ きであ る,と 主張 す る。」 この アプ ローチの採 用者 としてはN.M.ベ ドフォー ドな ど
が・ また,こ れに類 す る もの としてASOBATが あげ られ よ う。 た とえば,ベ ドフ ォー ドは,
現行 の購 識 を基礎 とし一(,それセ・補足 データ鎚 加す るこ と齪 案す ぎ1こ うした提 案は,
現行 の原価 主義に基 づ く会計報 告書 につい て,情 報提供 とい う面 か ら見 た量的 ・質的欠陥 を緩
和 す るために代替 的な計測基礎 を織 り込 む会計報 告書 モ デル を提案 す る。 「こ の 資料拡張 アプ
ローチ に類す るアプ ローチがASOBATに よって提案 されてい る。この モ ノグ ラフの著者達 は






会計 報告書 の様式 は他の計測方法 をも織 り込んで さらに拡 張 しうる として いる『。」
時価 を補足情報 として開示すべ きであ るとの提案 は,現 在の会計 が分配可能 利益の算定 を主
目的 としてい ることを充分 に認識 してい る。 その主 目的 のための資料 をその ま・ま借 りて,経 営
　
状況 の報告 をす るのであ るか ら,そ の報告が真 に経営状況 を報告す るはずはない と見 る。企業
会計原則 ・一般原則 ・真実性 の原 則が意味す る ものは絶対的真実で はな くて,相 対的真実 であ
るのは分配可能利益 の算定 のた めの資料 を借 りて経営状 況の報告に使 用 しよ うとい うのであ る
か ら,そ の真実が相対的にな らざ るをえな いか らであ る。 したが って,相 対的真実 しか示 さな
い報 告書 をす ご しで も絶対的真実 に近 づけ るために時価 を補足情報 として追加 しよ うとい うの
であ る。 この提案は現在の会計体系 を破壊 して新 しい会計体 系を創 造 しよ うな ど とは考 えない。
現在 の会計体 系 をその ま.まに して,経 営状況 の報告に とゲ て必要な もの を付 け加 え ようとい う
のであ る。時価 を補足情報 として開示 す るとい う考え方 は会計体 系の変革 をめざす のではな く'
て,現 在 の分配可能利益算定 の会計体 系 を認 めた うえで,報 告のために追加 的に情報 を開示 し
ようとい うのであ る。 したが って,こ の考 え方 は既存 の概 念や用語 をその まま用い るこ とにな
る。 また,こ の考 え方は会計体 系 の変革 をめざす革新的 会計 理論 が会計 報告書の利用者 を特 定
の利害関係 者に限定 す るのに対 して全体 目的 アプ ローチ を採 用す る。革新的 会計理論 は意 思決
定 モデルは利害関係 者 ごとに異 なる し,意 思決 定 モデルが異なれば,当 然 に,そ のた めに要求
され る情報 も異な る と考 える。 すなわ ち,そ れ ぞれの利用者集団 に よって用い られ る意 思決定
モデルが異なれば それぞれのモデルに よ って求め られ る情 報は質的 に も量的 に も異 な るとい う
のであ る。時価主義 とい って も情報 を求 めてい る者 や 目的 が異 なれば その提唱す る理論 は異な
るこ とにな る。 これに対 して,補 足情報 として時価 を開示 す る考 え方 は,利 害関係者 を特 定 し
ない。利害関係者 として投資家,信 用供与者,顧 客,労 働 組合,あ るいは一般大衆が いるが,
時価 が誰に とって,ど の ような 目的 で開示 され るのかについて問題 に しない。企業会計原則 ・
一般原則 の単一性の原則が単一 の会計報告書 を総て の人 々に開示す る ように要求 してい るが,
制度 としての会計 をそ琶)ままに して時価 を開示す る行 き方 は この挙一 性の原 則に通 じるもので
あ る。
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皿 実 現 概 念 と 時 価
現在 の制度 会計は収益の認識 にあた って実 現主義 を採用 してい る。 この理 由について,森 田
哲弥教授 は 「一一つの,そ して有 力な考 え方 は,こ れ らの要件 を満たす こ とに よって,は じめて,
収益 の獲得 が そ して また収益 の金額が確 実 にな る とい うこ と,す なわ ち,確 実性 を保証 するた
　
めであ る。」 と述べ られてい る。.つまり,現 在 の会計におい ては算定 される利益 は分配可能利
益 であ るために収益のr確 実性 』 とい うことが重視 され,収 益の認識 にあ た っては実現主 義が
採 用 されてきた のである。
従来,原 価主 義は収益 を認識 す る場合に実 現主義 と結びつ いているのに対 して,時 価主義 は
未実現収益 の認識 にな る とか,収 益 を発生 主義 によって認識す るこ とになる といわれてきた。
この説明 は商 品 を例 にす ると説 得力があ る。商品 につい ての時価上昇分 は販売 した段階 で収益
として計上す る。 それ までは商 品の時価 がい くら上昇 して も取得原 価の ままで評価 し,収 益 と
して認識 す ることは しない。 これは時価が上昇 した として も分配 に回す こ とがで きる資金 の裏
付 けがな いので,販 売 して資金 め裏 付けがな された段階 で収益 を認識 しよ うとい うのであ る。
この場合 の収益 の認識基 準が実現 主義であ り,こ の意味で原 価主義は収益 の認識 に当た っての
実現主義 の原則 と表 裏一体 の関係 にな ってい る。
伝統 的に,利 益 についてのr実 現』概 念は次 の諸要件 を満たす もの と考 え られて ぎた。
① 当該企業 が一方 の当事 者であ る市場 が存在す ること
② 顧 客に対 す る給付の提供 がな されてい るこ と
　
③ 提供 した給 付の対価 として貨幣同等物 を取得 してい るこ と
こうした伝統 的実現概念 を変 化 させ,拡 大 したい とす る見方 があ る。1957年のア メ リカ会計
学会(AmericaAccountingAsociation以下,AAAと い う)の 会計基準は 「実現 の本質的
意味は,資 産 または負債 の変動が会計帳簿 に認識 できるほ ど充分 に確定的 かつ客観的 にな るこ
とであ る。」 と規定 した。 ここでは,『実現 』 とい うこ とを収益 だけでな く,資 産 や負債 につ い
て もいい うる として いる。資産 の純増加お よび負債 の純減少は収益 であ り,資 産 の純減少 お よ
び負債 の純増加 は費用であ るか ら,資 産あ るいは負債 が会計帳簿 に認識 できるほ どに充分 に確
定 的かつ客観的にな った とい うこ とは収益あ るいは費用がr実 現』 した こ とを意味 す るはずで
あ る。すなわち,『実現』 したか らこそ会計帳簿 に認識 す るのであ って,AAAの 規定 に よって
r実現』概念が拡大 した とか変化 した といえ る とは思われない。 しか し,こ れを契機 にr実 現』
概念 は拡大化 され る傾 向にあ る。
1964年のAAA実 現概念報 告書 のr実 現』 概念は上記の伝 統的r実 現』 概念 よ りも次の点
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にお いて拡 大 してい る。(1)実現 の要件 として,受 入れ る対価 は客観的測定可能 性 とい う属性
のみ を満た せば充分 であ り,従 来の よ うな流動 性は問題 に しない。 したが って,対 価 として商
品や棚卸 資産 を受 け入れ た場合 も実現 の要件 を満 たす。(2)顧客 に対す る給付 の提供 が な され
てい る必要 は ない。予約金 の受入 等の決定的事項 が実現 の要 件 とな る。 このよ うに拡 大化 した
実現概 念 につ いて広瀬 義洲教授 は次の よ うに説明 され ている。 すなわち,「1964年のAAA委
員会報告書は,1957年会計基準 と同様 にr客 観的測定可能性』 とr決 定的事項(確 定性)』を
実現 の要件 と してい る と解 され るが,そ の趣 旨は伝統 的実現 概念 よりも収益の認識 を早め よ う
とす る ところにあ るといえ よう。収益 の認識 を早 め よう とすればす るほ ど,必 然的 に伝統的実
　
現 概念 にみ られる資金的裏付 けのあ る収 益のr確 実 性』 の要 件は後退 させ られて い く。」「その
典型は,・AAAの外部報 告に関 す る1973-1974年概念 お よび基準 委員会(以 下,「外部報告委員
会」 とい う)報 告書 であ る。 ここでは,1964年の報告書 を展開 し,r(収益 の)客 観的測定が可
能 にな るや否 や,実 現 が生 ず るので,自 動的 に ・(収益)の 認識 を行 わな ければな らない。』 と
述べ,実 現 の要件 としてr客 観的測定 可能性』 を最 重視す るスタンスをと ってい る。 しか も,
外部報 告委員会は 『客観的測定可能性 』 を最重視す る論理 的帰結 として受入資産 の性格 であ る
その処分 可能性は問題外 と し,r企業 が市場 取引 の…方 の当事 者 であ る必要は な い。』 と して
……い る。 その結果,外 部 報告委員会は保有資産 の時価 変動額 で さえ も,時 価 自体 を客観的に
測定 で きる市場があ りさえずれば,こ れ を収益 と して認識 す る立場 をとってい る。 ……外部報
告委員会 では,保 有利得 の測定 が可能 であ りさえずれば,… …それは認識 できるので実現 して
ゆ
いる と解 されてい ると思われ る。」 と説明 されてい る。 こうしたr実 現』 概念 の拡 大化 の傾 向
ゆ
につ いて,広 瀬教授 は 「実 体開示利益計算 を重視 しよ うとす るあらわれである……」 と指摘 さ
れ ている。 そ して,こ う したr実 現』 概念の拡 大化につ いては森 田教授 も 「……伝統的 な実現
主義 ・実 現概 念に含 まれていた利益 の分配可能性 とい う要件 を完全 に放 棄 し,業 績表示利益 の
ゆ
みを追求 して い った結果 と解 される。」 と述べ られてい る。
この ように見て くる と,『実現』 概念 が拡大 す る傾 向があ る といわれてい るが,む しろ 『実
現』概念 には こ とな った二 つの ものが存在 す ることが知 られ よう。一つ は伝統的実現概念 であ
り,他 の一 つは拡大 化 した実現概念 であ る。伝統的な[i実現』概念 は利益 の分配可能 性 とい う
ことを念頭 に おいた概念 である。・これに対 して拡大化 したr実 現』概念 とい うのは業 績指標性
に重点 をおいた概念 であ る。後者 の概念 はいわば伝統的 にい う ところの未実現 の もの を も含む
概念 であ る。 両者 の 『実現』概念 は互 いに異な るアプ ローチか ら導 ぎだ されて ぎた概念 であ っ
て互 いに相 いれない概念 であ る。
ところで,短 期保有 の市場性 あ る有価 証券 についての時価 一ft昇分 がr実 現 利益』 であ るか ら
が
分 配可能 利益 に含 め るべ きであ る』との提 案あ る。 この場 合,そ の 『実現』概念 はい ずれの 『実
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現』概念 によ るものであろ うか。時価上昇分 は現 在の会計にお いて取 り上げ られて いな い利益
である。現 在 の会計 において行 われてい る利益の認識 原則 を 『実現主 義』 とい うの であ って,
療則的 でない認識方法は 『実現主義』 ではな い。 したが って,伝 統 的な 『実現』概念 か ら判断
す る と,『実現 利益』 であ るとは見 られない し,分 配可能利益 には含 め られな い。 利益が分配
可能 であ るか否かの判断 は利益 の分配可能性 を問題 とす る伝統 的r実 現』概念 に したが って説
明が でぎなけ ればな らな いであろ う。では,反 対 に,こ のr実 現』概 念が拡大 したr実 現』概
念 であ るとす る と,そ の利葺 は分配可能 であ ろ うか。拡大 したr実 現』概念 は業 績指標性 を問
題 にす る概念 であ って,こ の概念に一致す るか らどい って その利:益が分配可能 であ るか否 かの
判断 はできないはずであ る。拡大 した 『実現』 概念 に一致す るが らその利益 は 『実現利益』 と
して分配可能 であ る とい うのは話のつ じつ まがあわな い。拡大化 したr実 現概念』 は分配可能
利益 を念頭 においた概念 ではない。拡大化 した概念 に一致す るか ら とい っズ,そ の利益が分配
可能 にな るは ずはな い。伝統的r実 現 』概 念は分配 可能利益 を算定 す る場合 の費用 ・収益 の認
識 に係わ る概念 であ るが,拡 大 したr実 現』概念 は分配可能 利益 を意識 して いるのではな くて,
業績評価 を問題 に してい る 『概念』な ので ある。
さらに,時 価上昇分 をr実 現 利益』 として分配可能 利益に含 め るべ ぎであ る との提案 に対 し
て疑問があ る。 それは,あ る種 の資産 について時価 上昇分が分配 可能利益であ ると して認識 す
る場合,従 来 のr実 現』概念 では説明 が出来な いか らr実 現』概 念 を拡大 して,今'まで 『実 現』
とは見な されない もの を 『実 現』収益で ある とす る見方 についての疑問であ る。 この考え方 は
綺麗 ではな い。従来 の 『実 現』 は分配 可能利益策定 の体系 にお け る重要 な概念 であ る。 その概
念 を拡大 し,拡 大 したr実 現』概念 に該 当す るか らその利益 は分 配可能利益であ るとい う説明
は綺麗 ではない。新 しい取引形 態が出現 した時 に その取 引が従来 の 『実現』概念 で捉 えられる
な らば分配可能利益 に含 め るべ きであ る。仮 に,従 来 の概念 では捉 え られな いな らば,含 めら
れ るようにな るまでr実 現』概念 を拡 大す るのであれば,ど の よ うな時 に概念 を拡 大す るのか
不明瞭であ る。
業績指標性 とい うこ とを考 えて時価 を導入 す るためにr実 現』 概念 を拡大 す る必要 があ ると
して も,拡 大化 したr実 現』概 念 を用いてその概 念に該 当す る利益で あ るか らr分 配 可能利益』
に含 め るべ きであ る との提案は木に竹 を継 ぐよ うな ものであ る。拡大化 した 『実現』概念 は業
績指標性のための もの であ って分配可能利益算定 のための概念 ではない。業 績指標性 のための
概念に該 当す るか ら とい って分配可能利益 を規 定す るわけには ゆかない。現在 の会計 は分配可
能 利益算定のための会計 であ るか ら,業 績評価 を 目的 とするのであれば,新 しい会計体 系 を提
案すべ きであ る。す でに確立 してい る原則 を用い る必要 はな い。別 の新 しい原則 を用 いて説明
をすれば よいのであ って,従 来 の原則に当てはめ る ようとして,す でに制度的 に確立 した原則
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を拡 大解釈 すべ きではな い。 すでに確立 してい る概念 や用語 を修正 し,拡 大解釈 す るこ とは紛
らわ しい。原価主 義会計 にお け る収 益 の認識 と時価 主 義会計 におけ る収益 の認識 との双方が と
もに実現主 義に よる収益 の認 識 であ るはずはな い。評価 の方法 が異な るのであ るか ら,収 益の
認識 も異 な るのであ ってr実 現』概念 を拡 大 して両方 とも実現 主能 であ るな どと説明 すべ きで
はな い。時価 上昇時に値上 り益 を計上す るの も実 現主 義,販 売 時に それを認識 す るの も実現 主
義 では話 が通 らな いで あろ う。 両者は別 の認識 方法なの であ るか ら,r実現』 概念 を拡大 す る
のではな くて,別 の原則 と して説明 すべ きであ る。
時価 が有効 であ り,そ れ を取 り上 げ る新 しい会計体系 を提案 す るので あれば新たな原則 を用
いて説 明すべ きであ る。FASB第5号 はr実 現』 を下記の よ うに厳 密に規 定 した上 で,r実現』
以外に 『実 現 可能 』 とい う段階 で も収益 を認識 で きる としてい る。「実現 とは,そ の最 も厳密
な意味 におゼて,非 貨幣的資 源 および権 利 を貨幣 に転換 す るプ ロセ スをいい,ま た,会 計 お よ
び財務報 告において,資 産 を販売 して現 金 また は現金請 求権 を得 ることを意味す る最 も厳密に
用い られ る。」 「一般 に,収 益お よび利得 は,実 現 した とき また は実現可 能 とな っては じめて認
識 され る。 ……」時価情報 を提供す るとい う提案 は,現 在の 会計体 系にはな い技術 を導入 す る
のであ るか ら,r実現』 概念 を拡 大す るの では な くて,利益 の認識 をr実 現可能主 義』 で行 う提
案なのであ る。r実 現』 概念 を拡 大解釈 して評価益 を取 り上 げ る ことも実現 主義であ る ど説明
す るの は,収 益は実現 主 義に よ って認識 す るのだ とい う思い込 みがあ るか らであ ろう。 しか し,
実 現概念 を拡大解釈 し,評 価益 を取 り上 げ るこ とを もr実 現』 だ と言 う説明 は綺麗 ではな い。
時価主 義に よる収益の認識 が未 実現利益 の認識 にな るとい うこ とは一般 に認 め られて きた こ と
である。 それ をr実 現』概 念 を拡 大 して従来 か ら未実現 利益であ る と認 め られて きた もの を認
識 す るの も実現主 義であ るとす る説明 は納得 できな い。 新 しい原則 に よる説明 をすべ きであろ
う。 た とえば,時 価 を採 り上 げ るこ とは有効 な ことであ るか ら,収 益は 『実 現可能主 義』 に よ
って計 上すべ きであ る と提 案 すれば よいの であ って,伝 統的 に使 用 されて きた 『実現』 とい う
用語 を拡 大解釈 して時価 を採 り入 れて,評 価益 を認識す るこ と も実 現主義 であ ると説明す ると
す れば,混 乱 を招 くことにな るであ ろ う。時価 を採 り上 げ る場合 の収益計上基 準は 『実現 可能
主義』 を採 用す る,と いえば良いだけ の ことであ る。新 しい問題 を提案 する場 合には,伝 統的
な概念 を拡大 解釈す うのではな くて,新 しい原則 を用い るべ きであ る。 時価 を会計 に導入す る
ことに よって 『実現』概 念 を変 えてはな らない。時価 を会計 に導入 す る とすれ ば,そ の原則 は
あ くまで も時価主義 であ るだ ろ う。資産 の評 価 は原価主 義であ ると思 い込 んで,時 価 を導入す
るこ とも原 価主 義であ る,な どと 『原価』 概念 を拡大 化 させた りは しな いであ ろ う。時価 を導
入す る場合 の原則 は時価 主義 であ る。 同 じよ うに,評 価 益 を認識 す るのは拡 大化 したr実 現主
義』 ではない。 それは収益認識 の原則が違 うのであ るか ら,『実現 可能 主義』 とい うべ き原則
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に なるはずであ る。時価 を会計 に導入 す るために 『実現』概 念 を拡 大 させ るべ きではない。
IV時 価 情 報 の 開 示
バブル経済が崩壊 した とはいえ,歴 史の古い企業 が保 有す る有価証券お よび土地 につ いて簿
価 と時価 との乖離は甚だ しい ものがあ る。1992年3月期の新i当木製鉄 を例 に採 ると簿価1・788
の土地 の時価 は4兆 円に,簿 御t4,212億円の投資有価 証券の時価 は7・052億円に・簿価2・629
億 円の有価証券の時価は1兆230億 円にのぼ り,そ の他 の資産 につ いての もの も含 めて総額5
ゆ
兆 円弱の含み益があ るほ ど簿価 と時価 と:は乖 離 してい る。現在 の会計 では,原 価 主義 に よって
経営状況の報告 を行 ってい るが,簿 価 を表示 した財務諸表 を読んで経営状況が的確 に判断 でき
るであろ うか。少な くとも,時 価 を用いた財務諸 表の方 が原価 主義に よる婦 務諸表 よりも経営
状 況が判断 しやすいであろ う。
反対に,バ ブル崩 壊に よって 「財 テ ク」 に失敗 した企業 も多 く,そ:れら のなかには多大 な
「含 み損」 を抱 えている もの もあ る。 本来 であれば,こ うした企業 は低価主 義 を適 用 して有価
証券評価損 を計上 すべ きであ るが,低 価主 義は任意 であ る との解釈 か ら原価 法 を採用 して評価
損 の計 上を見送 ってい る企業 もあ る。 た とえば,rオ リンパ ス光学工業 には,二 種 類 の1991年
3月期の連結決算 が存在 する。連結 利益 を見 ると,一一つ は73億6,60G万円,も う一・一・つ は96億
　
8,600万円… …」 とな って い る。後 者 の ほ うが23億2,000万 円 ほ ど多 くな って い る理 由は後 者
ゆ
は 日本の会計基準で作成 された ものであ り,前 者 は米国の基準 で作成 された ものであ る との こ
とであ る。このような差 が生 じたのは 「……特定金銭 信託 ・フ ァン ドトラス ト(指定 金外信託)
の評価方法 の違い であ る。 ……米国基 準では,市 場性 あ る有価証券 は,期 末 の時価 で評価 し直
す低価法 にす るのが原則で,特 定 ・フ ァン トラも例 外ではない。 一方,日 本 基準では取得時の
簿価の まま評価す る原価法 が一般的 で,オ リンパ スも運 用してい る特金 の処 理にあた り,こ の
方法 を採用 した。 このため,米 国基準 では株式市場 の下落 に伴 う特金の評価 損が計上 された が・
日本基準 では含 み損 とな り,利 益 に反映 されなか った。 これが営業 外損益の差 とな り,91年3
月の純利益嚇 差姓 む原因にな。た"1」さらに,劒 ンパスの92年3月期の利益は躰 轡
で計算 して50億円強 であ ったが,こ の数値 は有価証券等 の評価損48億 円が計上 され ていない
数値 であ る。米国基準 にしたが って評価損 を計上 していたな らば,50億円強の利益 に匹敵 する
ほ どにな り,利 益はほ とん ど出なか った ことにな る。 この問題 は 日本 と米国 の会計基準 の違い
とい う問題で もあ るが,こ れだけ多額の評価損 の計 上が任意 であるはずがな いに もかかわ らず,
法規定 を悪用 し,含 み損の計上 を回避 して利益 を50億円強 に報告 してい ることにあ る。 この
ような財務諸表 を見 て経営状況が的確 に判断 できる はずはないであろ う。
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原価 主義に よる財務諸表 を見 て経営状 況が的確 に判断 で きるとは思えな い。時価 を考慮 した
財務諸 表の方 が原価主義 の もの よ りは るかに経営状況 を的確 に示す であろ う。 真実性 の原則の
説 明 による と,求 め られ る真実 は相対 的真実 とい うことにな ってい るが,新 日鉄やオ リンパ ス
の例か ら見 る と 『まあ まあ』 とい う程 度の真実 さえ も示 していない し,こ の財務諸表 を見た者
を誤解 させ るこ とにな るか もしれない。経営 状況 の報告 とい うこ とを考 えるな らば,会 計 に時
価 を採 り入 れ るこ とが必要 であろ う。
有価 証券の時価 の補足的 な囲示についてはr意 見書』 が公表 され,大 蔵 省令 の公布 に よって
すでに制度化 されてい る。 『意見書』 は 有価証券 の時価開示の意味 につ いて次の よ うに述べ て
いる。「近年,企 業資産 の うち有価証券 の保有額は,急 速 に増加 してお り,か つ,そ の含 み損
益 が著 し く増大 してい るた め,企 業 り現状分析 や将来性 の判断資料 として,か か る含 み損益 を
加味 した財務情報 の開示 が求 め られてい る。従 って,保 有有価 証券の含み損益 を開示す る こと
は,財 務諸 表の有用性 を一 層高 め るこ とにな る。」 ただ,財 務諸表 の有 用性 を高 め るとい うこ
とを考 えるな らば,時 価 開示対象 を有価 証券だけに限定すべ きではない。r意 見書 』.は技術的
な問題か ら時価 開示対象 を有価 証券 に限定 して いるのであろ う。 しか し,先 に示 した新 日鉄の
ように,歴 史 の古 い企業 が長期間保有 してきた土地等 について は簿価 と時価 との乖離 は相 当な
ものがあ り,何 らか の方法 で時価 を開示 す ることは意味 があ るだろ う。 また,有 価証券 は,単
に換金 しようとすればいつ.でも換金 可能 であ るとい う意味 で流 動資産 に含 められてい るが,実
際には長期 に保有 されて いて,簿 価 と時価 とが乖 離 して しまつでい る。企業 が保有 す る資産 で
長期 に保有 し続 けて きた資産 については両者の乖離は非 常に大 き くな ってお り,有 価 証券や上
地以外 に も長期間保有 してい るものに ついて も時価 を開示すべ きであ る。商品であれば通常は
短 期に販売 されて しまうが,不 動産開発 に伴 うような在庫は比較的長期にわた る もの であ るか
ら,簿 価 と時価 との乖離が生 ずる可能性 があ る。 こ うした ものについて も時価 を開示す るこ と
が望 ましいであろ う。
有価 証券について時価 を開示 すべ きであ るとの提 案は時価上昇分 を分配可能利益 として認識
すべ きである とい う提 案 と混 同 してはな らな い。'また,時 価開示 の提案 は将来 において時価上
昇分 を分配 可能利益の含め るための布 石にな る もので もない。有価証券 の時価上昇分 を分配可
能利益 として認識す べ き であ る との提案は短 期保有 目的 の有価証券 の時価上昇分 をr実 現利
益』 と見 て,分 配可能 利益 として開示すべ きであ るとす るのに対 して,時 価 を補足的 に開示 す
べ きであ るとの提案は時価上昇分 をr未 実 現利益』 であ ると見 る。 そ して,r未実現 利益』 で
あ るに もかかわ らず,時 価 お よび評価損益 を開示す る こと自体に意味があ る と見 るのであ る。
したが って,有 価証券 だけでな く,土 地 や その.他長期 に保有す る資産 につ いて時価 を開示す る
ことが有 用であ ると見 るのであ る。有価 証券の時価 を問題 にす る場合 にr実 現利益』'として捉









い.現在の会計は分配可能利益算定を主目的として行われていて,そ媚 甥 外のこと嘲 い
よ うとして も不備な点が多い。 その こ とを充分 に承知 してい るか らこそ財務諸表 の有 用性 を少
しでも高めようとして時値 勲 追加しようというのである・補鵬 難 し矯 価鱒 加的に
開示 す るのは現 在の会計体 系 をその ままに して行 うの であ るか ら,制 度 としての会計 ρ枠組 を
その ま ま用い るの であ る。 それは重要性 の原則 の要請か ら重要 な後発:事象 を開示 す'ると して も
それに よって決 算期が拡 大 した とか収益 ・費 用の認識方法 が拡大 した な どと言おな いめ と同 じ
こ どであ る。時価 を補足情報 として開示 す るとして も単 に有 効な情報 を追加 してだけの ことで
会計体 系の変更 を提案 したbぼ しないのであ る。'
時価の臨 を行い,かつ,現 砂 錦 ㌃体系鍍 更しない方法 として資郵 評価力・ある・しか
し,時価を補足情報として開示するという提案は資産再評価の提案とも趣旨が違う。資産再評
榔 ・確かに・現在の会計縣 を変更勉 もので眺 いし港 働 開罷 るの画 ・効験 あ
るか もしれな い。 しか し,そ れは インフ レ分の調整 を目的 とした ものであ り,・わが 国の過去 の
資産 再評価 は資本充実 を 目的 とした ものであ った。 また,取 得原価 を物価 の変動指数 で資産 を
再評御するモとと時価を開示することξは異なるρ土地塗ごは時価と資産再評価と近似的にな
るど も見 られ るが,有 価証券 についての時価 変動 は インフ レとは関係 がない。有価証 券につ い
て時価 を問題 にす るのは資本 の充実 を目的 とした資産再評価 のため に行 われ るので はな く,経
営状 況の報告のため に有用 であ るとして開示 されるρ であ る・
時価 の開示方法 としては 『意見書』 は注記方式 を求め てい る。財務諸表 の有用性 を高 めるた
めにr意 見 書』 方 式に若干 め工夫 を加 えたい。r意見書』 方式 では簿価 と時価 とめ単純 な比較
にな って いるが,簿 価 と時価 の差額 は過去の何年か の累積 で しかな い。 そこで,そ の期 に時価
が どれ だけ変動 した かを示す増 減欄 とその期 中の取得 ・売却に よる増減欄 とを追加 した い。有
擁 券等はいつで頓 鰯 鮨鱗 歪飾 る力郵 売却しゆ ・たことによ・姶 み益が増加す
る場 合 もあ るし,減 少 す る場合 もあ り,こ れ を示す こ とはその期の保有活動 を知 る上 で有効で
あ ろ う。 ま'た,期中に売却 した ものについて も前 期末 の時価 との比較が できるよ うにな ってい
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れば,売 却行為 を評価 す る上で も有効 であろ う。
注.・(1)・'判決 文 に つ い て は,1.Kovero,DieBewertuBgderVermOgensgegenstande,1911S.71の も
の を 用 い た 。
〈2)'1.-KOvero,a.a.6.SS.94-95.'・ ・
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